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はじめに 
 

施設園芸における農業用ハウスの設置コストは近年上昇をしており、今後も各種原材料費の上昇や、

人手不足に伴う施工費の上昇が懸念される。さらに経営の大型化が望まれているが、雇用労力を活用す

る必要があり、人員や人件費等の確保が規模拡大の制限要因となることも少なくない。一方で、施設野

菜等の農産物の価格はデフレ下で上昇傾向には無く、施設栽培生産者の設備投資に対し収益性の確

保や、持続的生産や拡大再生産の可能性について、改めて検討が必要と考えられる。 

本報告書(別冊 3)では、低コスト設置事例を調査した結果を取りまとめた。また、環境に優しい農業技術

への転換を進める一環として、園芸用廃棄フィルムのリサイクル体制の確立のため、廃棄農ビフィルムに

ついて、県の枠を越えたリサイクル処理を試行し、搬出側に必要となる荷姿等の要件や受入態勢などの

県間の連携など、今後の課題を抽出した。 

本報告書の取りまとめにあたっては、実際に発注者として施設設備の仕様策定や発注に携わり、ユー

ザーとしても利用をしている生産者の方々のご協力のもと、各種調査を実施した。農ビフィルムの県を越

えた処理の試行の取組では、各県の廃プラスチック適正処理の関係者にご協力いただいた。これらの調

査結果の検討を低コスト化検討専門委員会により行った。 

なお、巻末に参考資料として、山梨県農業廃棄プラスチック処理センターの取り組みの資料や、「プラス

チックに係る資源循環の促進等に関する法律」の概要(環境省)、および農林水産省の補助金 (強い農業

づくり交付金、産地パワーアップ事業補助金)の全国の入札案件の情報を掲載した。 

また、付録として、農業者向けに、ハウス設置の際の適切な仕様選択の情報を「低コストハウス導入の

手引き」の形でとりまとめた。新規にハウスを導入する際の仕様選定の参考としていただければ幸いであ

る。 

 

 

 

 

低コスト化検討専門委員会 委員（敬称略） 

委員長  （公財）園芸植物育種研究所 理事長                         丸尾  達 

委員  明治大学農学部 黒川農場 教授                        岩﨑  泰永 

委員  静岡大学 農学部 生物資源科学科 教授                      鈴木  克己 

委員  （株）にいみ農園 代表取締役                                 新美  康弘 

委員  （株）東馬場農園 代表取締役                                 東馬場 怜司 

委員  名古屋大学名誉教授 竹谷  裕之 
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１章 低コスト設置の事例 

 

1.1 事例調査の目的 

 
近年のハウス建設費や設備費の高騰に対し、必要最小限の仕様で設備投資を抑制した建設事例

が増えている。また廃業や離農に伴う遊休ハウスの増加に対し、それらを有効に活用したリノベ
ーション事例が近年増えている。そのような事例について報告し、今後の低コスト経営の参考と
する。  
 
1.2 低コスト設置事例 

 
事例① （株）下村青果商会（キュウリ・高知県） 
 

(株)下村青果商会の代表取締役下村晃廣氏は、2008 年に高知県内で新規就農し、木骨ハウスを
借りてのキュウリ栽培を開始した。その後、2016 年に南国市に約 50a のハウスを新設（1 期工
事）、続けて 2020 年に隣地に約 60a のハウスを増設（2 期工事）し、現在約 1.1ha でのキュウリ
土耕栽培で 35t/10a の収量を達成している。2 期工事の建設費は約 900 万円/10a であり、以下に
低コスト施工事例として概要を紹介する。  
 
【栽培・経営概要】  
 キュウリつるおろし栽培（4 本仕立て）、誘引高 1.8m、新聖（久留米種苗園芸）  
 栽植密度 1,500 株/10a、10 月上旬定植 1 条植え、6 月末栽培終了、年 1 作型  
 養液土耕栽培（2 液、単肥配合）、ドリッパーによる点滴潅水  
 従業員 20 名（常時 1 名/10a 程度）、全量直販（量販店等）  
 
【二期工事ハウス、付帯設備仕様概要】  
 間口 6.5m、軒高 2.5m、12 連棟、奥行 69m～78m、面積 6,025.5 ㎡  
 屋根アーチパイプ（φ25.4、600mm ピッチ）、屋根補強アーチ（3m ピッチ）  
 丸屋根型鉄骨ハウス、独立基礎、谷換気装置（片側）12 台、側窓なし、外張被覆資材：農 PO

（散乱光型、0.15mm）、内張被覆資材：保温遮光兼用カーテン（ラクソス 1243D、遮光率 15%、
水平張）、サイド保温内張（農 PO、手動巻き上げ）  

 温風暖房機 15 万 kcal/h×3 台、CO2発生装置：灯油炊給湯器 4.7ℓ/h×５台、循環扇 48 台、
換気扇 4 台、養液土耕装置  

 環境制御装置なし（1 期工事導入の統合環境制御装置（アネシス）に、換気装置、カーテン装
置、CO2発生装置を接続中、暖房機は単体の 4 段変温サーモにより制御）  

 
【ハウス基本仕様と栽培の考え方】  
新規就農時の木骨ハウスは 1.8m 程度の低軒高で作業性も悪く、キュウリつるおろし栽培に必
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要な軒高 2.5m を確保した。高知県農業技術センターで開発されたつるおろしによる密植栽培を
参考に 1,500 株/10a の高密植とし、畝間隔 1,600mm で 4 畝/間口のレイアウトのため間口 6.5m
とした。品種は新聖（（株）久留米種苗園芸）で低温管理を基本とし、短節間で小葉の管理を行い、
合わせて大量の CO2施用（10kg/h 程度）を行い、高密植栽培での収量を確保する方針とした。  
 
【ハウス設計の考え方】 
必要最小限の仕様を自分で考え、地元ハウス業者に設計と工事見積を依頼し、入札を行った。

釘一本まで仕様を指定することで、無駄を省くことを心がけた。南国市の園芸用ハウス整備事業
（補助率 50%）での入札結果は、工事見積金額（約 1,500 万円/10a）の約 60%の約 900 万円/10a
であった。  
ハウスの耐候性は風速 35m/sec 程度とし、ハウス建設費に影響する鋼材使用量を抑えている。

1 期工事ハウスでは強風による破損も発生しているが、都度修繕工事を行っている（農業共済加
入）。  
被覆資材は丸屋根型のアーチパイプ構造のため農 PO とした。採光性を確保するよう、毎年 11

月に高圧洗浄を行い、3 年に 1 回の張替えを行っている。アーチ間隔は 600mm で周辺の既存ハ
ウスより広い。  
換気装置は谷換気の片側のみとした。近年の大規模施設に習い側窓換気装置の設置は省いた。

2 期工事の第 1 作（令和 2 年 10 月定植～令和 3 年 6 月末終了）では、換気に伴う高温の問題は
発生しなかった。  
その他の付帯設備は、水平張り 1 層カーテン装置、循環扇、換気扇、CO2発生装置、養液土耕

装置、防除用動噴のみとし、必要最小限に抑えている。環境制御装置は一期工事で導入のものに、
換気装置、カーテン装置、CO2発生装置を接続している。温風暖房機は環境制御装置の誤動作に
よる作物被害を考慮して接続せず、4 段変温サーモにより動作を行っている。  

 

 

図 1 ハウス北妻面  間口 6.5m、軒高 2.5m、12 連棟、全ハウス面積約 60a 
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図 2 ハウス南妻面  妻面側窓は設置せず  
 

 
図 3 ハウス北妻面の入口（1 箇所のみ） 左のハウスは 2015 年に竣工した一期工事ハウス（ほぼ同
じ仕様）  
 

 

図 4 ハウス北妻面  妻面側窓は設置せず、谷換気巻き上げ装置は片面のみ（高知県のハウスは片側
谷換気や片天窓が多いとのこと）  
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図 5 谷樋  外張被覆資材は散乱光タイプ農 PO（0.15mm、屋根面も同じ被覆資材）  
 

 
図 6 西側面  側窓は設置せず  
 

 
図 7 燃油タンク類  A 重油 1,900ℓ（左と中）は地震検知時の送油停止機能付き、右は灯油タンク
990ℓ  換気扇は合計 4 台  
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図 8 CO2 発生器（給湯器）が設置された物置  物置から伸びる黒ホースは給湯器から発生するお湯
の排出用  
 

 
図 9 CO2発生用給湯器  1 台当たり灯油消費量は 4.5ℓ/h で、CO2発生量は全 5 台で 10kg/h 程度と
のこと  
 

 
図 10 アーチパイプ（インチサイズ、600m ピッチ）と補強アーチ（3m ピッチ）  
 



9 
 

 
図 11 中柱（60mm×60mm、2.3mm 厚  ZAM）、梁（70mm×50mm、以下同じ）、水平張カーテン
（保温遮光兼用、遮光率 15%）  
 

 
図 12 梁下の誘引線（地上高 1,800 ㎜）と循環扇（1 間口に 4 台、15m 間隔に設置） ハウスは密閉
され太陽熱消毒中  
 

 
図 13 給液ラインとドリッパー  栽植密度は 1,500 本/10a と密植  
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図 14 給液装置  肥料は 2 液で単肥配合  液肥混入機（ドサトロン）2 台は太陽熱消毒中のため取り
外し中  
 

 
図 15 薬液タンクと動噴  
 

 
図 16 制御盤類  換気装置用 3 面、カーテン装置用 1 面、日射比例潅水制御用 1 面、給湯器用（CO2

発生用）1 面  
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図 17 収穫台車  
 

 
図 18 入口付近の選果出荷作業場所、および中柱基礎  
 

 
図 19 井戸ポンプ  給液装置に配管で直結され、原水タンクは設置せず  
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【以下は栽培中の状況】  
 

 
図 20 つるおろし栽培（2020 年 11 月撮影）  
 

 
図 21 生長点付近（2020 年 11 月撮影）  
 

 
図 22 中央横断通路上の給液配管（2020 年 11 月撮影）  
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図 23 CO2親ダクトと子ダクトの配管（2020 年 11 月撮影）  
 

 
図 24 ハウス図面  

 
【まとめ】 
下村氏の設備投資に対する考え方は徹底しており、必要な仕様や必要な機器資材を厳選し、それ
を指定し見積や入札を進め、極めて低コストでのハウス建設を実現している。骨材が少なく被覆
資材を毎年洗浄することで採光性を確保し、さらに密植と高濃度 CO2施用などにより収量を高め
ている。単収は高知県内でもトップクラスであり、グループによる契約販売と合わせ収益性を高
めている。  
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事例② ぬかや農園（トマト・愛知県） 
 
ハウスメーカー勤務後に新規就農した、ぬかや農園代表の糠谷綱希氏は、愛知県稲沢市で遊休ハ
ウス約 20a のリノベーションにより初期投資を抑え令和元年に経営を開始した。糠谷氏は千葉大
学植物工場拠点（農林水産省  モデルハウス型植物工場実証・展示・研修事業）におけるトマト
低段密植栽培の実証を担当した経験をもとに、ぬかや農園では簡易な養液栽培設備により周年で
の栽培と直売を行っている。  
 
【栽培・経営概要】  
 極少量培地耕の養液栽培によるトマト低段密植栽培（D トレイサンラックシステム）  
 栽植密度 5,000 株/10a、年 3 作型（全 8 ブロックによる周年栽培）  
 品種：カレン、富丸ムーチョ、フルティカ、べにすずめなど、培養液管理は大玉に合わせる。

大玉は 4 段程度、ミニトマトは 7 段程度で摘心。  
 従業員 8 名（常時雇用 1 名、パート 7 名）、全量直売（スーパー、ホームセンター、直売所等

約 100 店舗向け）  

図 25 極少量培地耕によるトマト低段密植栽培 
（ぬかや農園 Web サイトより）  
 
【リノベーションハウス、付帯設備仕様概要】 
 間口 43m(1 間口 5～5.5m、8 連棟)、軒高 3m、奥行 48m、面積 2,064 ㎡ 
 ハウス型式：サンダッシュハウス（太洋興業製、主骨・梁：足場管パイプ）、独立基礎、天窓

換気装置：両天、側窓換気装置：1 段自動巻き上げ、外張被覆資材：フッ素樹脂フィルム、内
張被覆資材：保温遮光兼用カーテン、水平張、サイド保温内張（農 PO、手動巻き上げ）  

 温風暖房機、CO2発生装置：灯油炊、循環扇、養液栽培装置  
 環境制御装置（中古品）により天窓換気装置、カーテン装置、暖房機を制御。  

 
【栽培管理、環境制御の考え方】  
 ハウス環境モニタリング装置（Thinking Farm、アグロインフォ製）により、温湿度、CO2濃
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度、日射量の他、独自のモデルによる光合成量、蒸散量などの計算値を日々確認している。
季節や日平均気温をもとに、培養液管理のレシピや給液量を調整している。  

 Thinking Farm による光合成に関するデータより、ハウス環境とトマトの生育の関係を確認
し、断農、換気や CO2施用等の設定の参考にしている。  
 

【遊休ハウスのハウスリノベーションについて】  
新規就農に際し愛知県を中心に 14 市町村に電話問い合わせなどを行って遊休ハウスの探索を

行った。すぐには見つからず、Google Map による探索も行いながら該当物件を確認した。過去
にトマト養液栽培が行われていて、賃貸時には遊休温室となっていたが、一部の装置を取り換え
るだけで使える温室だった。また地下水の水質も良好であった。稲沢市において平成 30 年に青
年等就農計画の認定を受け、青年等就農資金を活用しリノベーションを行った。リノベーション
費用は栽培装置も含め 10a 当たり 1,000 万円程度とのこと。ベンチや配管の施工の一部は自家施
工で行っている。  

図 26 フッ素樹脂フィルムを展張しリノベーションしたハウス  

図 27 両天窓開口部に防虫ネットを展張  
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図 28 内張カーテンを 1 層張り替える  

図 29 挿し込み式の簡易な栽培ベンチと、シート式の排液回収設備  

図 30 簡易な給液配管設備  
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図 31 3 ベッド/間口  全体で 8 ブロックの給液系統を持つ。大玉、中玉、ミニトマトを栽培 

図 32 中古の複合環境制御装置と盤類  

図 33  D トレイにロックウール粒状綿を充填した定植前の栽培ベッド  
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【まとめ】 
糠谷氏は条件に合う遊休ハウスを探索するため時間と労力をかけている。遊休ハウスを確保し、

資金を活用しながらトマト栽培で重視される採光性を確保するようリノベーションを行ってい
る。極少量培地耕による低段密植栽培では、栽培装置や培養液管理方法についての知識と経験を
活かし、簡易な設備を施工し、最新の環境モニタリング装置と合わせ、的確な栽培管理を行って
いる。低段密植栽培の特徴を活かし、高温期も継続する周年栽培と、培養液管理による品質の向
上によって、多くの顧客を確保している。低段密植栽培の設備は低軒高ハウスでも導入が可能で
あり、遊休ハウスのリノベーションとの親和性も高いものと言える。 
 
参考文献  
1) 愛知県尾張農林水産事務所農業改良普及課「独自の栽培方式でトマトの安定周年出荷を目指

す」 https://www.pref.aichi.jp/nogyo-keiei/nogyo-aichi/nogyosha/f2107_5.pdf 
2) 日本施設園芸協会、「ベテラン生産者の栽培管理や植物生育状況の見える化を行うクラウドサ

ービスの利用」、令和 2 年度スマートグリーンハウス展開推進事業報告書（別冊 2）、pp35-40 
https://jgha.com/wp-content/uploads/2021/03/TM06-02-bessatsu2.pdf 
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２章 園芸用被覆資材等の廃棄等の処理コストの低減及び有効利用に向

けた取り組み 
 
2.1 取り組みの目的 

園芸用被覆資材は、製品価格および廃棄に係るコストが両方とも高騰している。使用したフィ
ルムの廃棄にあたっては、乾燥、分別、異物除去、梱包をしたうえで、回収し、再生処理される。
産業廃棄物処理の許認可は都道府県にあり、県域での再生処理されるのが基本となっている。  
本取組みでは、関東 4 県を対象にした広域での廃農ビ収集運搬・再生処理を試行した。廃農ビ

の再生処理は、茨城県にある園芸リサイクルセンターが施設的にも地理的にも優れていることか
ら、ここで再生処理を行うこととした。 

令和２年度には、千葉県から廃棄農ビフィルムを茨城県園芸リサイクルセンターに運搬して処
理する試行を行った。その結果（7.6t、運搬 132 千円、処理費用 74.8 円/kg）を踏まえて、令和
３年度は２地区での取組みを計画した。関東４県（茨城県、栃木県、群馬県、千葉県）の委員お
よび関係者により、廃プラスチック検討作業部会７月（於山梨県）、１１月（於茨城県）、３月（於
東京都）で開催し、計画実施に向けての協議及び総括検討を行った。 
 
2.2 第１回廃プラスチック処理検討作業部会の開催 

第１回作業部会を令和 3 年 7 月 6 日（火）に、山梨県農業用廃プラスチック処理センター（山
梨県南アルプス市）で開催した。  
社団法人山梨県農業用廃プラスチック処理センターは平成 25 年から「公益社団法人」として

運営されている。廃農ポリ、肥料袋、トレー等は分類Ⅰとして回収され、それらは業者へ有価販
売となっている。廃農ビは H30 年までは有価販売していたが、中国輸入禁止の影響が本格的に出
てきた R 元年からは分類Ⅳに区分された。その後、処理業者の再度の値上げにより、農業者には
専用回収袋（1 袋 1,000 円：処理費用）で回収を行っている。マルチ、遮光シート等、廃プラは
分類Ⅱとして専用袋（1 袋 280 円 or550 円）で回収され、医療用廃棄 BOX などに再生利用もさ
れている。  
山梨県では廃プラの分別収集や異物除去が的確にされていることから、リサイクルに回す割合

が高くなり、再生処理業者からの評価も高いということであった。この先進事例を参考に今年度
の取組みについて検討を進めた。  
今年度の取組み計画予定県である群馬県、栃木県での広域運搬・再生処理を試行する場合、想

定される課題について協議検討を行った。両県での地域協議会の収集分別・異物除去状況につい
て、詳細不明な部分もあるが、廃農ビが激減しており、10t 車 1 台程の量を回収することが困難
との意見があった。  

 
2.3 第 2 回廃プラスチック処理検討作業部会の開催 

第 2 回作業部会を令和 3 年 11 月 19 日（金）に、茨城県農林振興公社園芸リサイクルセンター
（茨城県茨城町）で開催した。  
まず、同リサイクルセンターの現状を聞いた。従前は、廃農ポリ及び廃農ビの再生処理を行っ

ていたが、廃農ポリについては、H30 年に県内の処分業者（3 社）へ委託する方式に変更し、令
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和元年（2019 年）までに廃農ポリ再生処理を終了した。  
廃農ビ処理については、破砕機（粉砕機 2 台）などの老朽化により、処理能力を十分に発揮で

きなくなっていたため、令和３年度に予算を確保し、早々の破砕機の設備更新を進めた。諸手続
きに遅れが発生し、設備更新の完了は 11 月にずれ込んだが、この破砕機の更新により処理の継
続は当面可能となった。今後も年間 2,000 ㌧の処理が可能となるよう、県修繕予算の確保も含め
計画的に修繕を進めるということであった。  
その後、今年度の廃棄農ビ（２地域）を茨城県園芸リサイクルセンターに運搬処理する試行に

ついて、具体的な検討を行った。  
栃木県では、農水省みどりの食料システム戦略を踏まえ、温室効果ガス削減に向けた施策を展

開することとしており、この中で廃プラ回収・再資源化の取組みを実施する。令和３年度の農ビ
の広域処理への取組みは、廃農ビの使用実態について劣化が激しいなど農家の使用実態と茨城県
園芸リサイクルセンターでの再生処理が可能な品質レベルにギャップがあり、今年度は見送りた
い。しかしながら、次年度については、広域取組み運搬処理が可能な地域協議会との協議や研修
会等を企画して進めたいとの意見があった。  
群馬県からも「ぐんま５つのゼロ」宣言を公表（自然災害による死者ゼロ、温室効果ガス排出

量ゼロ、災害時の停電ゼロ、プラスチックごみゼロ、食品ロスゼロ）し、プラスチックごみゼロ
に向けた取組として代替素材への転換促進を行うとともに、農業用廃プラ適正処理にも取り組む
が、県内の使用済農ビは相当に汚れていることから茨城県園芸リサイクルセンターでの再生処理
が困難であることが見込まれ、さらに農ビの大幅な使用減少により、10t 車での持込み数量確保
が困難であることが報告された。  
このため、令和３年度は取組み予定県である群馬県、栃木県の意見を踏まえ、取組みは見送る

こととなった。次年度については、栃木県の広域運搬再生処理を次年度計画として策定する方向
とした。  

 
2.4 第 3 回廃プラスチック処理検討作業部会の開催 

第 3 回作業部会を令和 4 年 3 月 15 日（火）に開催した。今年度の取組み計画予定した群馬県、
栃木県から提起された課題は２課題である。  
① 廃棄農ビフィルムの使用実態は、数年にわたり使い込んでおり、劣化が激しいものや土壌・

作物残渣等の異物付着が多く、再生処理が困難な品質と見られた。  
② また、年々農ビが農ＰＯ・農ポリ等に置き換わり、農ビの使用が激減しており、群馬県では

10t 車で運べる廃棄量確保が困難な状況であった。  
このため、令和３年度の広域運搬・再生処理は見送るが、令和４年度に向けて栃木県より、温

室効果ガス削減に向けて廃プラスチック広域運搬・再生処理に取組みたい。さらに、サーマルリ
サイクルを減らし、マテリアルリサイクルを増やすような取組みを進めたいと意見があった。次
年度に向けて準備を進める方向とし、栃木県の実施可能と思われる地域協議会を想定し、研修会
開催など着実に進めていくこととする。  
また、受入側の処理施設について、茨城県からは令和４年度以降もリサイクルセンターの設備

更新を進めたいと報告があり、千葉県からは、関係機関と廃プラ処理のあり方を検討中であり、
現時点の受入は難しいということであった。  
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リサイクルの促進、特にマテリアルリサイクルに向けた再生処理品の出口対策支援について、
最新３事例をもとに情報交換を行った。各県において検討の上、支援できるものについて取組み
を進めることとした。  
最後に、プラスチックの資源循環や廃プラリサイクル率 100%に向けて、効果的に進めるため

の課題や対応策等について、意見交換とともに各県の現状の報告も行った。  
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３章 資料編 

 

3.1 山梨県農業廃棄プラスチック処理センターの取り組み 

 第 1 回作業部会の際に、山梨県農業用廃プラスチック処理センター（山梨県南アルプス市）の
視察を行った。参考までに、以下に当該センターでの取り組み資料を掲載する。以前には廃プ
ラスチックをリサイクル材料して県外に有償で販売できたこともあったが、現在はその取引は
行われていない。  
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3.2 茨城県園芸リサイクルセンターの取り組み 

 第 2 回作業部会の際に、茨城県園芸リサイクルセンター（茨城県）の視察を行った。参考まで
に、以下に当該センターの概要と廃棄プラスチックの回収方法についての資料を掲載する。 
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3.3 「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の概要(環境省) 

この法律は、令和 4 年 4 月 1 日より試行される。 
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3.4 令和２年度に補助事業（強い農業づくり交付金、産地パワーアップ事業）により整備され

たハウス等の入札金額等の情報 

引用 URL：農林水産省ホームページ 
ホーム  > 生産局  > 園芸作物（野菜・果樹・花き）  > 施設園芸のページ  > 施設整備への支援策 

https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/engei/sisetsu/attach/pdf/seibi_sien-4.pdf 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：千円／施設)入札者 4 以降は省略 

■令和 2 年度強い農業・担い手づくり総合支援交付金等で整備した温室における入札結果 

(単位：千円／施設)入札者 4 以降は省略 

■令和 2 年度産地生産基盤パワーアップ事業で整備した温室における入札結果 
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令和３年度スマート農業総合推進対策事業のうち次世代につなぐ営農体系確立支援事業のうち  

データ駆動型農業の実践・展開支援 （スマートグリーンハウス展開推進） 

事業報告書（別冊 3） 

農業用ハウス設置コスト低減のための事例集 

 

令和 4 年 3 月 

一般社団法人日本施設園芸協会 

〒103-0004 東京都中央区東日本橋 3-6-17 山一ビル 4 階 



令和３年度スマート農業総合推進対策事業のうち
次世代につなぐ営農体系確立支援事業のうち

データ駆動型農業の実践・展開支援
（スマートグリーンハウス展開推進）

事業報告書（別冊3）

付録

農業者向け園芸用ハウスの低コスト設置の手引き

令和4年3月

一般社団法人日本施設園芸協会
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－適切な仕様選択のために－



農業者向け 園芸用ハウスの低コスト設置のための手引き
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－適切な仕様選択のために－



はじめに

■本手引き書のねらい
・生産物の単価の低迷、鋼材やその他資材の価格上昇など、近年はハウス設置コスト
が急激に高くなっていることから、過剰な投資をしないことが重要です。
・安定して高い収益を確保するためには、ハウスの初期設置コストとランニングコス
トの両方を抑制することが基本ですが、安定した経営を続けるには、目標の生産性を
実現でき、かつ効率的な作業ができる仕様を整備することが重要です。
・初期設置コストを低く抑えるには、まず目指す経営方針に適したハウスを設置する
ことが重要で、過剰投資を避けることが最も基本的な検討課題になります。
・本手引きでは、新規ハウスの設置時に過剰投資としないためのハウス本体および内
部設備の仕様選択の考え方を解説し、見積り項目を例示しました。
・本手引きでは、対象とするハウスのサイズは10a～2ha程度で、連棟タイプを中心に
して解説しています。

■過剰な設備投資とならないように
・目指している経営方針(生産規模、作目、収量目標、栽培方法、雇用人数、販売方
法など)によって、適したハウスの仕様は異なり、ハウス設置に投資できる金額があ
る程度決まってきます。
・例えば、トマトで年間40t/10aの高収量を得るためには、高軒高ハウスや環境制御
システム、高所作業台車など、高性能な生産設備が必要となり設置コストは高価にな
ります。もし多収生産が可能な高性能で高価な生産設備を整備したとしても、それを
使いこなせる体制(経営者の能力・栽培技術・作業管理技術、外部からの技術支援な
ど)によって、収量や収益性は大きく異なってきます。収益性は設備だけでは決まら
ないことに留意する必要があります。
・最近になって、わが国でも大型施設を利用した養液栽培や高度環境制御システムや
各種ツール等の情報量が増えてきており、産地内での情報共有・勉強会、高度な生産
技術の各種研修、外部からの指導体制などが整ってきています。
・このため、基本的な機能を装備したハウスが整備できたなら、生産者は計測データ
や生育データを利用・共有して、比較的短期間でスキルを積み上げて高収量を実現し
やすくなりました。

・本手引きの限られた文面では、個々の項目については十分な説明ができませんが、
本手引きをきっかけとして、引用元の文献を参照していただくことで、必要な情報を
得ることができます。経営方針に適した仕様の選定の参考としてご活用ください。

図1 低コスト耐候性ハウスの例 図2 高機能なフェンロー型ハウスの例

本手引き書は、農林水産省の補助事業「令和3年度スマートグリーンハウス展開推進」の低コスト化検
討専門委員会の取り組みの一環として、「農業者向け園芸用ハウスの低コスト設置の手引き」としてと
りまとめたものです。生産者の目的に合った機能のハウスを低コストで設置するための参考にしていた
だければ幸いです。
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1.ハウスの仕様を決める流れ

■ハウスの仕様を決めるには、
最初に設置地域・場所の特徴
と気候・経済立地などを明確
にします。

■めざす経営において、新規
設置ハウスの役割や特徴を明
確にします（新規参入／後継
者用の高機能ハウス／簡易な
低コストハウスなど）。

図3 ハウスの仕様決定までの基本的な流れ

■収量レベル、収益性、販路、
必要な機能から、適した仕様
を検討します。

■過剰な設備投資でないか、
仕様の各項目を調整していき
ます。

■現実として、経営収支や資
金計画の制約により、希望す
る仕様をすべて反映させるこ
とができないことも多いです。

■何年か後に生産・経営が安
定化してから追加や更新でき
るものは、初期には整備しな
いことも1つの選択肢です。

[事業計画の策定には、文献1)、
2)、3)が参考になります。]

ハ
ウ
ス
建
設
企
業
と
相
談
・
調
整

行
政
と
補
助
金
の
相
談

めざす経営の姿の中で、新規設置ハウスの役割や特徴(収
量レベル、収益性、販売先、作業性など）の明確にする。

栽培品目・基本的な品種、栽培方法の選定

必要な強度、面積・形状、付帯設備・内部装置の検討

機能・仕様の絞り込みと見積価格の確認

経営収支・資金計画から仕様の見直し・調整

仕様の決定
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農
業
経
営
者
に
よ
る
戦
略
の
検
討ハウス建設の地域・場所の選定、気候・経済立地の明確化

建設開始

入札等

図5 大型ハウスの付帯設備の空間
(養液栽培用原水タンク、肥料置き場など、栽
培室以外にも大きな空間が必要)

図4 トマトのハイワイヤー誘引栽培の例
ハウス内の作業通路と高所作業台車

(作業効率は生産性・収益性と大きく関わって
います。)



【用語の説明】固定費と変動費、収益分岐点について
・施設の減価償却費や人件費、光熱水費など、生産物の販売が仮にゼロだとしても一定の経費がかかる
が、これを固定経費といいます。
・生産物の収量が変動して売上高(販売経費)も変動する。このような売上高の変動に伴って変動する経費
を変動経費といいます。
・損益分岐点は、それ以下の売上高になると収益（売上高-経費）がマイナスになり、それ以上だと収益
がプラスになる点をいいます。

■ハウス設置コスト(設備投資)が高い経営では、高い売上げが得られないと十分な収益が
あがりません。また、売上高が減少がわずかでも、収益が大きく減少して不安定になり
ます。このような関係をイメージするために、損益分岐点分析の模式図で説明します。

収量（ton）

経
費
・
売
上
額
（
千
円
）

固定経費

損益分岐点

損益分岐点

0
0

26.0

7,280

21.7

3,400

収量（ton）
0

0
26.015.3

4,282

2,400
固定経費

図6 売上高と固定経費、変動経費と損益分岐点との関係の模式図
(固定経費および経費の変動比率が収量によって変化しない場合)

収益プラス

収益マイナス

7,280

6,070

(計算の条件）
・販売単価：280円/kg
・経費=固定経費+変動経費
・固定経費：（図A）340万円/10a、（図B）240万円/10a
・収量変化に対する経費の変動比率：123円/kg
・収量26t/10aの場合の収益(農業所得)： （図A）68万円/10a、（図B）168万円/10a

（図A：固定費340万円）

経
費
・
売
上
額
（
千
円
）

■図6Aでは、固定費が320万円/10aで、損益分岐点は収量が21.7tの場合です。
図6Bでは、施設の減価償却費を下げるなどで固定費を240万円とした場合ですが、損益
分岐点は15.3tと下がって、図1Aより少ない収量でも収益がプラスで高くなっており、
経営が安定します。

（図B：固定費240万円）

・固定経費を下げる、あるいは変動経費を下げて損益分岐点を低くすると、収量や販売額
の変動に対して安定した収益を確保しやすくなります。
・高度な施設・装備を導入すると固定経費が高くなるので、収量や販売額を高レベルで維
持できないと経営が困難になります。
・養液栽培方式では設備投資が高価となります。雇用労力を活用し高い収量が確保できる
場合に選択します。
・仕様を入念に検討し、実現できる目標収量・販売額に見合った設備投資とすることが重
要です。

投資額の検討：ここがポイント

2.1. 収量・経費と収益との関係

2. ハウスの設置コストと経営収支
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■ハウス全体の設置コスト
・ハウスの設置コストの低コスト化を検討する際には、コスト割合が大きな項目につ
いて削減する工夫をすると効果が大きくなります。
・ハウスの設置コストの項目別の割合は、ハウスの設置目的によって異なりますが、
1例として、大型ハウス(面積50a)のトマトのハイワイヤー養液栽培用のハウスについ
て示します(図7、[文献4)])。
・ハウス本体工事は最もコスト割合が高く、カーテン工事も高い割合を占めます。暖
房装置や環境制御装置も高い割合になります。
・装備が充実した養液栽培用ハウスでは、栽培システムのコストも高い割合となりま
す。
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3.2 ハウス構造に関わる項目のコスト割合

3. ハウスの仕様とコスト構造

①基礎工事, 3%

②ハウス構造
材料, 33%

③被覆資材, 6%

④カーテン工事, 14%⑤暖房機, 8%

⑥統合環境制御盤, 
2%

⑦栽培システム, 19%

⑧誘引装置部材, 2%

⑨電気工事, 4%

⑩運搬費・諸経費, 
9%

■図7と同じデータについて、ハウス
構造に関わる部分（ハウス材料、鉄
骨部材、カーテン工事など）の経費
内訳を図8に示します。
■鉄骨・アルミ部材の割合は非常に
大きいので、近年のように鉄鋼や諸
資材の価格高騰があると、ハウス全
体の価格が大きく影響を受けます。
■天窓開閉工事、被覆工事も大きな
割合を占めるので、ハウス本体の低
コスト化にはこれらの検討が有効で
す。 図8 トマト栽培用ハウスの構造関連の経費割合の例

（文献4より作図）

3.1 ハウス設置工事の項目別コスト割合

図7 トマト栽培用ハウスの見積項目の経費割合の例（文献4より作図）

前提条件：
東海地域 耐風速35m/s、
トマトハイワイヤー養液栽培

主な仕様：
ハウス面積50a、軒高5.0m、
フッ素系フィルム被覆、
ニ層カーテン、
ロックウール養液栽培、
温風暖房機（ A重油焚き）
国産環境制御装置、



4. ハウスの設置場所で必要な強度の確保

4.1標準耐用年数と安全度、再現期間

■ハウスに必要な強度を選定するには、ハウスの標準耐用年数と安全度、再現期間に
ついて決める必要があります[文献5)]。
■ハウスの強度の設計は、まずハウスの被覆材を決めることから始まります。これに
よりハウスの標準耐用年数が決まり、対象地域における風速や積雪の再現期間を決め
ることができます。
■標準耐用年数は、ガラスでは20年、硬質プラスチック板と10年以上の長期使用に耐
える硬質プラスチックフィルムでは15年、一般的な硬質プラスチックフィルムと軟質
プラスチックフィルムを選んだ場合は10年です(表-1)。標準耐用年数は、総務省が定
める減価償却資産の耐用年数とは異なる指標です。

■次に、園芸用ハウスの損壊リスクと経済性を勘案し、安全度のクラスを選択します。
これにより、設置するハウスに必要とされる再現期間が定まります。経済性を重視す
る場合はクラスⅠを選択します。クラスⅠ では施設の耐用年数と再現期間がほぼ同値
となります。この場合はハウス倒壊のリスクが比較的高くなります。ハウスの経済性
と倒壊リスクのバランスを考慮する場合はクラスⅡ、ハウスの損壊リスクを低くする
ことが望ましい大規模施設や設備等に多額の費用を投じる施設の場合はクラスⅢを選
択します。

■例えば、農POフィルムを被覆したハウスでクラスⅡを選ぶ場合は、標準耐用年数
が10年で安全度が50％となるため、表－1から再現期間は15年となります。
再現期間と設計用積雪深や設計用風速との関係は、「園芸用ハウスの設計条件（積雪
深・風速）に係る付表」[文献6)]で参照できます。
■例えば、名古屋における設計用の積雪深や風速は、再現期間15年では設計上必要
な強度は、風速33ｍ/s、積雪深18㎝となります。

■ハウス全体の設置コストで大きな割合を占めるハウス本体の設置コストは、耐風性・
耐雪性や耐久性の設定の仕方によって、必要な構造や部材の強度が異なるために大きく
変わります。
■低コスト化をめざす前提として、まず、ハウスの設置場所における気象条件をもとに、
将来の安全性の考え方により、必要な強度を確保した設計にすることが基本です。
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なお、ハウス構造に必要な強度は、本体のみの耐風・耐雪強度に加えて、構造部
材に固定する内部設備や吊り下げる作物の荷重も関係するため、農業者は栽培する
作物や栽培の方法、栽培装置や各種設備（カーテン・撹拌扇、防除装置・運搬装置
等）の設置について明確にしてから、設計に入る必要があります。
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4.2 低コスト耐候性ハウスとは

低コスト耐候性ハウスは、鉄骨補強パイプハウス等の基礎部分や接合部分を、強
風や積雪に耐えられる構造で十分な強度を確保した鉄骨ハウスであり、同規模・同
強度の鉄骨ハウスで、対象地域で通常に建設されるものと比べて建設コストが７割
以下となっているものをいいます。[文献7)]

十分な耐風性を持つ風対策の低コスト耐候性ハウスと、十分な積雪に耐える雪対
策の低コスト耐候性ハウスが設定されています。

図9 低コスト耐候性ハウスのイメージ

a)風対策をしたハウス b)雪対策をしたハウス

・ハウスの設計強度を決める手順として、まず被覆資材を決めて耐用年数を定めます。
つぎに、経営方針から安全度を定めると、再現期間が決まります。対象地域において、
その再現期間となる風速や耐積雪深が設計用の強度となります。
・低コスト耐候性ハウスは、地域で必要な耐候性を確保して、コストを7割以下に削減
減としたハウスです。

ハウスの強度の選択：ここがポイント



5. 経営方針に沿ったハウス本体・内部設備の仕様選択の考え方

生産者・生産組織がめざす経営方針や戦略（目標収量、販売戦略など）によって、適
する仕様はことなります。無駄な投資の抑制に留意する一方で、経営方針として重要な
項目については、 積極的にコストをかけて効率的な装置等を導入することも重要です。
[文献3)]

■気象立地、経営的立地、土地形状、労働力などに応じて、栽培作目と栽培期間、目標収
量と単 価、出荷・販売方法を明確にします。
■土耕栽培、養液土耕栽培、養液栽培のどれに取り組むかを決める必要があります。
その経営方式について、年間の経営収支を大まかに試算します。
■これらにより、設置すべきハウスのタイプや内部設備の仕様が絞られてきます。

5.1 ハウスの機能・仕様の選定の前に明確にしておくべき事項
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5.2 ハウス周辺エリアを含めた全体の機能の設計・検討

■大型ハウスでの作業動線の合理化のメリット
・大型ハウスでは、ハウスの一部を出荷・調整などの作業スペースにしたり、中央部に
コンクリートの運搬通路を設けるなど、作業性の向上が工夫できるメリットがあります
(図10)。
・生産物の調製や一時保管などの衛生的な管理が必要なエリアと、廃棄物などの衛生的
でないもののエリアは区別して、運搬などの動線にも混在しないよように配慮する必要
があります。

■ハウスの建設の際には、周辺地域の用水・排水として利用環境の確認が必要です。
・大型施設ではハウス屋根の雨水をそのまま地域に流すと急減に水路の水位が上昇する
場合があるため、排水調整池が必要となることがあります。
・雨水はタンクに貯めると、ろ過・殺菌することにより、栽培用の水源として利用でき
ます。屋根からの雨水の周辺地域への放出が少なくなることから、雨水の貯留タンクの
利用は推奨されます。栽培に必要な水量のすべてを雨水でまかなうことは困難ですが、
足りないときには上水などで補う方式がとられます。

図10 トマトの大型ハウス (約1ha)内に設けら
れた中央通路の例

(高所作業台車、植物残渣や収穫物の運搬代
謝の利用など作業が効率的に行える) 図11 大型ハウス(約1ha)内に設けられた養液

栽培の給液用タンク・廃液タンクの例
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・これまでの施設園芸では、暖房・冷房の熱源として主にA重油や灯油、LPガスなどの
化石燃料が利用されてきました。
・農林水産省では「みどりの食料システム戦略」を2021年5月に公開しました。この中
で、2050年までに施設園芸のCO2ゼロエミッション化への完全移行をめざすとしていま
す。これは、今後の施設園芸において、環境を考慮した取り組みを必須としていく方向
がはっきり打ち出されたものです。
・施設園芸では今後、CO2排出抑制の対応の観点から、再生可能エネルギー（太陽光、
風力、小水力などの利用）や、バイオマス（木質燃料(図12)、有機性廃棄物など）など
多様なエネルギー利用が進展してくると考えられます。
・これらのエネルギー源は、気候条件や、燃料材料調達の安定性などから、すぐにどこ
でも利用できる状況ではありません。
・中小規模の単独の生産者・組織では、CO2削減に対応した生産方式で導入できる技術
に限りがありますが、大規模施設あるいは産地全体の取り組みとして、長期的な体制づ
くりが進められることが期待されます。

5.3 今後の環境負荷低減の流れを見込んだハウス設計

図12 木質ペレット炊き温風暖房機（写真左）とサイロ（写真右）
(次世代事業宮崎県拠点)

■ハウスの構造や内部設備の機能については、生産規模や利用目的によって適／不適が
あります。経営戦略に沿ったハウス・内部設備の仕様選定ガイドとして、後述の10.1～
において、ハウスの規模別の適性や、経営戦略(多収生産、低コスト化、省エネ、省力化
など)の目的に適している仕様について一覧表として掲載していますので、参考にしてく
ださい。[文献12)]
■このガイドでは、いろいろな項目の仕様選択の参考のために、利用目的に対して
「◎」(よく適している)、「○」(適しており問題なく利用できる)、「△」(マイナス 効
果もあるので利用するには注意が必要)、「－」(普通は使用しない)、「空欄」(とくに関
係なし)で整理した一覧表を記載しました。

この一覧表の仕様の適性の目安は、最初に仕様を選択する場合や、低コスト化に向け
て仕様を調整する際にお役立てください。

5.4 経営戦略に沿ったハウス・内部設備の仕様選定ガイド
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6.低コストで設置するための仕様の検討

6.1 ハウス本体の仕様と設置コスト

■鉄骨・アルミ部材工事のコストは、ハウスの耐候性(耐風性・耐雪性)と密接に関わっ
ています。耐候性を高くすると構造部材を強固にする必要があってコストも高くなりま
す。

近年、大型台風の来襲が頻発しており、安全度を低くして耐風速を低く設定すること
には注意が必要です。一方で、安全度・耐風速を低く設定して、災害時には保険で対応
するという考え方もあります。

■ハウスの軒高
栽培する作物や栽培様式・誘引方法によって、適切な軒高は異なります。作物の群落上

の空間高さに1m以上の余裕を持たせると、空気流動が妨げられず、高温対策がしやすく
なります。

一方、軒高3.5mと軒高5.0mを比べると、同じ耐風速でも軒高5.0mの方が堅固な構造が
必要となって設置コストが高くなります。

トマトのハイワイヤー誘引栽培では軒高の高いハウスが必要ですが、欧州品種では軒
高は4.5m以上が必要となりますが、日本品種では生長点と収穫果実との距離が比較的短
いので軒高3.5m~4.0m程度でも誘引可能です。

軒高は栽培作物・品種の作業性や環境調節の観点から必要な高さにして、必要以上に
軒高を高くすることは、コスト面からは推奨されません。

なお、暖房燃料消費量は、床面積が小さいハウスでは軒高が1m増加すると大きく増加
しますが、床面積が20a~30a以上の広いハウスでは、1m高くなってもあまり増加しませ
ん。

■ハウスの間口と屋根構造
間口も耐候性（耐風速、耐積雪）に影響します。床面積が同じでも間口が広い方が基

礎や柱の構造材が少なくなって低コストとなります。間口を広くすると栽培列の配置が
しやすく作業効率も向上しますが、同じ構造・部材では耐候性が低下します。広い間口
で耐候性を確保するには、頑強な柱と屋根構造が必要となります。

間口は栽培作物の栽培列間隔に適した配置となるように決める必要があります。例え
ば、トマトなどでベッド間隔を1.6mとする場合には、間口はその倍数の6.4mや8.0mが
適しています。列間隔が1.8mでは間口は7.2mや9.0mが適しています。

フェンロー型のガラス室・ハウスのよ
うに、8m～9m間口として1間口あたりに
小さい屋根を2つ載せる構造のハウスでは、
棟の高さを低く抑えることができ、換気
窓の開口面積を大きく取りやすいメリッ
トがあります。しかし、一方、屋根構造
や換気窓の部材数や工数が多くなり、そ
の分、コストが高くなります。耐風性が
40m/s程度以上のハウスでは、太い骨材の
量が多くなり日射透過率が低下する場合
もあります。 図13 フェンロー型ハウスの例

2屋根をトラスで支えて、中柱は2屋根
ごとに設置されている。
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■被覆資材の選択
被覆資材は耐候性や耐久性に関わってくるので、非常に重要です。被覆資材のコスト

はガラスとフッ素系フィルムでは高く、PO系フィルムでは安くなります。ガラスは実
質30年以上使用でき、将来の張替えのコストは考慮しなくてもよい長所がありますが、
台風などで破損すると、割れて飛散したガラス片の片付けが大変なため、耐風襲来の多
い地域ではフッ素系フィルムが多く選択されています。

フッ素系フィルムでは20年以上、長期展張用PO系フィルムは10年以上の耐久性があ
りますが、これらでは耐用年数が経過すると張替えが必要となりますので、設置時のコ
ストと張替え回数・コストの両面から検討する必要があります。

■換気窓の選択
ハウス本体の初期設置コストを抑制するには、

換気用の天窓のタイプの選択も重要です。両側
天窓では換気性能は高いですが、設置コストも
高くなります。低コスト化のために天窓を片側
にする選択がとられることも多いです。天窓の
換気性能は開口部の面積によりますので、高温
抑制を重視する場合には、天窓の幅が広く水平
よりも大きく開く換気窓が推奨されます（図
14）。

なお、水平よりも大きく開く天窓では、環境
制御システムの設定により、強風時には風上側
が大きく開かないようにする必要があります。

・ハウス全体でみると、本体工事、カーテン工事、環境制御装置、栽培システムのコス
トが高いので、全体のコスト削減するためにはこれらのコスト抑制が効果的です。
・ハウス本体工事では、天窓工事がコストにかなり影響するので、天窓を両側にしたい
が、コストを避けるために片側天窓とすることもよく行われます。

ハウス本体の仕様：ここがポイント

6.2 内部装置の機能・仕様と設置コスト

■自動カーテン装置
経費の中でも比較的大きな割合を占めます。ハウス間口の両側に開いて間口中央で閉じ

るタイプは、奥行方向に開閉するタイプより安価になります(図15)。
カーテン設置による熱節減の割合は、一層で30～40%、2層で50%程度とされています。

寒冷地では2層カーテンが必要ですが、暖地ではコスト削減のためにカーテンを一層にす
ることもよく行われます。2層にするかどうかは暖房エネルギー節減の観点と合わせて検
討する必要があります。

一層カーテンとする場合には、春季や秋季には、昼間には遮光運転とし、夜間には保温
運転とする時期があります。遮光/保温兼用の動作設定ができる複合環境制御装置を使用
することが望ましいです。

栽培作物・品種によって、必要な内部装置の機能・仕様が異なってきます。施設の設
置コストだけではなくランニングコストにも留意して仕様の選択・調整をしていく必要
があります。

これからの施設生産では、雇用の活用が必須と考えられ、作業性のよい栽培体系に適
した装備を導入することが重要です。

図14 水平よりも上に大きく開く天窓
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間口の両側に開閉し、間口中央
に畳むタイプのカーテン
（ワイヤーで開閉動作）

間口の奥行方向に開閉するタイ
プのカーテン（ワイヤーで開閉
動作）

鋼パイプにカーテン資材を巻き
取って、中央部と樋部に集める
タイプのカーテン

図15 いろいろなタイプのカーテン装置

■暖房・冷房装置
暖房をどのようなエネルギー源にするかは、設置コストやランニングコストに大きく影

響します。燃油炊きの暖房機は設置コストが安いものの、燃油価格は不安定であり、近年
も高騰してランニングコストが非常に高くなり経営を大きく圧迫することがしばしば生じ
ています。

ヒートポンプは設置コストは高いですが、ランニングコストが安くなります。ヒート
ポンプには、利用する熱源や動力源によっていろいろなタイプがあり、熱源の利用効率
(成績係数:COP)は各タイプによって異なります。冷媒の圧縮動作を電気コンプレッサー
で行う電気ヒートポンプ(EHP)では、空気熱源式のものが最もCOPが高いですが、寒冷
地の暖房運転では除霜のために加温できない時間が長くなってCOPは低下します(図16)。
電気ヒートポンプでは、大型施設になると大きな電力を受電する設備が必要となります。

LPガスやLNGガスのエンジンで冷媒を圧縮するガスヒートポンプは、消費電力が大
きくないので、電気設備の負担は軽くなります。エンジンの排熱も加温に利用できるの
で、除霜のための暖房運転の停止がないことで寒冷地での利用にも有利です。

ヒートポンプの利用では、暖房に必要なすべての熱量をまかなうのではなく、暖房負
荷が大きくヒートポンプのみでは熱量が不足するときに燃油炊き暖房機で補助暖房する
ハイブリッド暖房方式も広く利用されています。

木質バイオマス利用の暖房システ
ムは、木質ペレット、チップ、おが
くず等を燃焼した熱を利用するもの
で、温風として取り出す機器、お湯
として利用する機器があります。
国産製品では施設園芸での利用情報
が少ないですが、大規模施設では外
国製のバイオマスボイラーも利用さ
れています。

図16 空気熱源式ヒートポンプの室外機の例
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図17 A重油炊き暖房機と灯油燃焼式CO2
施用装置の例

■環境制御装置
・環境制御装置は単にハウス内環境を制御するた
めだけではなく、インターネット上のクラウドで
データが管理されているものが多く、情報利用の
総合プラットフォームとしての役割があります。
今後のデータ駆動型施設園芸のために、複合環境
制御装置は必須と考えられます(図19) 。

■CO2施用装置
多くの作物でCO2施用の効果が実証されて

います。CO2施用の方式(CO2源)としては、
燃焼式(灯油、LPガス等)と液化炭酸ガス
（略称：生ガス）があります。

燃焼式のCO2施用装置は灯油焚きが多く利
用されています。A重油焚きの暖房機の排気
には有害成分が含まれているのでCO2施用に
は利用できません(図17) 。

CO2施用機の運転は、近年は複合環境制御
システムで制御することが多いですが、単体
のコントローラで制御する場合には、タイ
マー制御だけでなく、濃度制御ができる製品
が推奨されます。

図18 細霧装置を冷房に利用している
例

■細霧装置
細霧装置は導入コストが比較的高く、使用

方法によっては十分な費用対効果が得られな
い場合もあることから、導入する判断が難し
い装置です(図18) 。

細霧装置の利用目的は、基本的には高温抑
制や加湿ですが、ノズルの粒径がおよそ
40μm以上の比較的大きいものは、薬剤散布
や葉面散布にも利用できます。しかし、気化
冷却による高温抑制を目的とする場合には、
粒径が大きいものは葉面が濡れやすく噴霧秒
数を長くできず、大きな冷房効果は得ること
は難しいです。高温抑制を主目的とする場合
には粒径の小さい細霧冷房専用のノズルシス
テムの導入が推奨されます。

・ほぼすべての製品がインターネットのクラウド上でデータ保管・閲覧できます。しか
し、機器動作の設定値や動作状況のモニタリングなど、有用な情報でも、閲覧が不可能
な機種があります。また閲覧ソフトの機能や使い勝手は各社で多様であり、生産者の利
用の仕方に合った適切なシステムを選択することで、過剰な投資を避けることができま
す。

・各社から販売されている環境制御装置の機能と適したハウスの規模、コストの目安が
について、一覧表で整理したものが公開されています[文献 10)]。ただし、その資料で
は、一部に古くなった情報が含まれていますので、最新の情報を確認してください。
・環境制御装置は、100万円以下で設置できる簡単な複合環境制御コントローラから、
設置に1000万以上かかる欧州製コンピュータのように高機能であるが高価なものまで、
機能や価格に大きな幅があります。

図19 欧州製環境制御コンピュータ



・自動カーテン装置は、1層にするか2層か、どのような開閉方向のタイプにするかに
よってコストは大きく異なります。また、ハウスの間口や構造とも密接に関係していな
すので、ハウス構造と同時に検討することが望ましいです。
・暖房装置では、今後のCO2排出削減の取り組みにも寄与できるヒートポンプと燃油炊
き温風暖房機のハイブリッド装置は、選択肢の1つとして有力です。
・細霧装置は、細霧冷房専用の噴霧粒径の追歳ものが使いやすいです。
・複合環境制御装置は、これからのデータ駆動型の施設園芸では必須の機器ですが、
メーカーや機種によって機能がかなり異なります。自分の利用目的に必要な機能が入っ
ている製品を選ぶように、十分に検討してください。

内部設備の仕様：ここがポイント

6.3 栽培関係の設備・機器

■作目や目標とする収量・品質、経営方針によって、栽培関係の設備・機器も必要な機
能とコスト化が大きく異なってきます。

これまでの栽培経験のない人が、大型・大規模なハウスを建設して高機能な養液栽培
をスタートさせる場合には、事前に大型経営の法人のところに研修に行くなど、栽培管
理、労務管理などの基本技術について身に着けておくことが重要と考えられます。

大型・大規模施設園芸に取り組む際の留意点などの手引きを公開していますので、参
考にしてください。[文献3)]

・養液栽培は装置の導入コストが高いですが、雇用を活用しておおむね40a規模以上で
生産する場合には、省力的に周年的に多収生産をねらうことができますので、有力な選
択肢になります。
・一方、土壌消毒の労力や小型トラクタが利用可能な条件では、設置後数年間は養液土
耕方式で栽培を開始することも選択肢の1つになります。連作により土壌病害が発生し
てくるようになった時期に、養液栽培に切り替えることを想定して、ハウス全体の仕様
を整えておくことが望ましいです。

■作業関連機器
・大型ハウスで雇用を前提とした栽培体系では、作業の自動化、効率化などを考える必
要があります。
（病害虫防除）
・天敵を利用した病害虫防除体系に取り組む場合には、薬剤散布の回数を減少させるこ
どかできますが、ゼロにすることはできません。
・薬剤散布については、トマトやパプリカのハイワイヤー誘引栽培では、高い作物群落
全体に散布が必要ですが、薬液の飛沫を浴びないように、自走式の自動噴霧防除機り利
用が有効です。栽培列の移動は手動で行うが往復の散布動作は自動で行う半自動式散布
機が多く利用されています。噴霧される薬液のミストに帯電させて植物体への付着を効
果的に行える静電噴霧ノズルの利用は、薬液の節減が可能となり推奨されます。
・養液栽培では、栽培列間にレールの敷設が可能で、レール走行式の高所作業台車や収
穫物運搬台車が利用できます。土耕栽培では、高所作業台車や運搬用台車の車輪はタイ
ヤ式を利用します。レール式の方が作業が軽く、安定して効率よく行えます。
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6.4 外国製のハウスの導入の留意点

■スペイン製、オランダ製のハウスが
国内で低コストで建設されている例が
あります。

・国内企業が代理店となって輸入・建
設される例がありますが、生産者自身
が直接海外のハウスメーカーに発注す
る例もあります。
・国内メーカーではあまり実績がない
構造、例えば、外部遮光ハウス、二重
空気膜ハウスなどを導入する場合には、
国内メーカーで特注するよりも外国製
品を選択することも自然なことと考え
られます[文献 11)]。

・なお、海外製のハウスを導入した後
に、災害による機器の故障や消耗品の
交換など、機器・部品等を交換をする
必要がでてきます。多くの場合、国内
製品での代用が難しいことが多いです。

交換用部品を海外から輸入するには
長い日数がかかるので、災害発生時な
どに備えるために、できれば初期の設
置時に、重要な機器・部材は2重に仕
入れておくことが望ましいです。
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図20 二重空気膜の外面被覆（スペイン製ハ
ウス）。空気膜ハウスは、国内企業では実績
が少ない。

■小型のパイプハウスでは、生産者グループまたは一般の工務店などで施工可能で
す。また、建設用足場パイプを利用した簡易なハウスでは、施工マニュアルが整備
されています。
・小型パイプハウスの自家施工マニュアル[文献8)] 
・建設用足場パイプを利用した簡易ハウスの施工マニュアル[文献9)]

6.5 自家施工可能なハウスについて

図21 外部遮光ハウスの例（台湾製）
連棟ハウスの外部遮光は、国内企業では実績が少ない。



7. 低コスト設置事例
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(整備の概要)
■トマトハイワイヤー栽培（土耕）用の約
0.9haのハウスを、強い農業作り交付金（次世
代優先枠）等を活用して整備。
■JAの施主代行制度を利用し、基本設計段階
での仕様検討が十分になされ、無駄なく施工
できた。
■平成30年の入札で、落札金額は189,780千円。

7.1 低コスト事例：栃木県 （株）小林菜園

■収量目標は30t/10a。 [文献10), 11)]

【主な仕様】
（ハウス本体）
・耐風速35m/s、耐積雪23cm/㎡、作物荷重8kg/㎡
・面積約1ha、間口6.5m、奥行きスパン4m、柱高4.9m、
張出東西0.5m/南北0.8m、中間室あり、電動シャッター
・天窓片天、プッシュ&プル、幅1.3m
・外張エフクリーンNewGRナシジ80μ
・カーテン2軸２層妻引き/ラック&ピニオン/遮光+保温
・サイド自動巻き上げ1段、内張2層

次世代施設園芸地域展開促進事業(全国推進事業：平成29年度、同30年度、同31年度)
スマートグリーンハウス展開推進（令和2年度）の事業報告書の別冊において、生産者が
低コストでハウスを設置している事例の調査報告があります。以下に2つの例を抜粋して
紹介します。[文献10),11),12)]

（付帯設備）
・循環扇あり、細霧冷房なし
・温風暖房機、燃焼式CO2発生器
（環境制御装置）MC7000同等品、アグリネット同等品、センサー：温湿度/CO2/照度/雨/風、天窓：温度/時間/
風/8段変温、暖房：温度/時間/8段変温、自動カーテン（保温・遮光）温度/時間、潅水水量/時間、CO2:濃度/時
間、中間室天窓：温度/時間他
（潅水装置）
・養液土耕用液肥混入機、水量20~200L/分、タイマー制御、希釈倍率設定、日射比例制御
・原液タンク1t×2、ストリームライン60-10P同等品
（その他）
・ハウス内レール（資材のみ）、高所作業台車ビッグマウンテン同等品×9、自走式防除機シャトルスプレー
カー同等品×2、防除用動噴、薬液タンク3t

図22 低コスト設置事例(小林菜園)

図22 ハウスの構造と内部の様子
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(整備の概要)
■0.42haのピーマン用高軒高ハウス。
■2600万円/10a程度の施工費で、フッ素フィルム
展張、2層カーテンで付帯設備（環境制御装置、
養液栽培装置（かけ流し）、細霧冷房装置、
ヒートポンプ）込みを整備した。(安芸市次世代
施設園芸モデル事業を活用)。
■工事を3区分（ハウス本体工事、暖房等付帯設
備設置工事、養液システム設置工事）に分け、
おのおの区分内容を得意とするメーカーや施工
業者に事前に設計見積もり依頼を行った。
■メーカーや施工業者の得意分野により仕様や
見積り価格には幅がみられ、区分分けを行うこ
とで性能等の充実とコスト低減をはかった。
■区分ごとに仕様をとりまとめ入札を行うこと
は手間がかかる問題があったが、結果的に低コ
スト化には結びつき、あわせて基本設計で要求
した仕様も実現できた。 (文献11)

7.2 低コスト事例：高知県 （株）尾原農園

【主な仕様】
（主要設計条件）
・耐風速35m/sec、耐積雪5cm/㎡、作物荷重は加味しない
（ハウス本体）
・面積約42a、ダッチライトハウス、軒高3.7m、間口9ｍ×3連棟×奥行96m+間口9ｍ×2連棟×奥行96m、3連
棟部分の3mは作業場
・天窓片天（東側）、幅900mm、プッシュ&プル、4区画別開閉。
・外張ナシジフッ素フィルム（エフクリーン一般ナシジ60μm同等品以上）
・カーテンラック式（SHラック同等品）、二層、妻引き水平、上層（保温+遮光）、下層（保温）、内サイ
ドPO0.15mm
・防虫ネット2.0mm（天窓）、1.0mm（サイド、妻面）
・サイド半自動巻上げ1段、両妻手動巻上げ1段、内サイド手動巻上げ1段
・両妻面に誘引梁と方丈、GL1900に誘引ブレス(M12)を3～4mピッチ、誘引資材#12ステンレス
（付帯設備）
・台風対策排気用換気扇（羽径450mm程度、シャッター付）、作業棟部暑熱対策用換気扇（600mm、電動
シャッター付き）。停電時対策に北側換気扇2台に2.6kVA相当発電機2台設置
（環境制御装置）
・プロファインダーNEXT80（天窓4系統、カーテン2系統、暖房機器制御）、プロファインダーⅢを2台
・作業場内コンクリート土間、道路～ハウス入口をスロープ及びコンクリート土間
・温風ボイラは外気温-3°℃でハウス内温度20℃維持能力（昭和産業KT-600指定）2台+KT900W1台
・温風式ヒートポンプは外気温-3°℃でハウス内温度20℃維持能力。合計50KW未満となる台数（6馬力×8台
程度）
・循環扇はAB363同等品20台、コントローラ付
・CO2発生機ZO-6136、1台、株元ダクト施用のファン1台
・養液システムはRW用水耕栽培システム(1間口当たり(6列)で、ドリッパー点滴、日射比例潅水制御、EC濃度
管理2液式。排液タンク埋設、水中ポンプ設置、流量計2次側設置、土中排水
・グロダン製プラグ（トレイ付き）、ブロック（DELTA6.5G）、スラブ（Vital1000×150×75）、スラブ3000
枚、スラブ1枚3株定植
・スラブ内水分率測定用グロダン製ハンディタイプ水分計
・防除設備は管理棟に動墳ユニット（2.2KW）、防除用カート式ノズル、高圧ホース200m
・細霧冷房設備は加湿用の微細な細霧発生するノズル使用、防除には不使用

図23 屋根構造とヒートポンプ、
温風暖房機



8. 新たな低コストハウスの開発の動き等
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8.1 仕様のパッケージ化による低コストハウス

■イノチオアグリ（株）では、低コストで高機能なハウスのパッケージ「ドリーム
フィールド」を開発し、市販されています 。[文献11)]

【特徴】
・間口8.0m(限定 )、柱高 3.9m、奥行スパン 4.5mを基本とし、耐風速は 50m/s。
・ハウス 本体とカーテンを一体的に設計し、規格化により、低コスト化を図っている。
・天窓は両側で 広幅 タイプの 1.5m幅で 、水平より高く 開き、 開口幅 は 1040mm。

図24 パッケージ式ハウスの構造とコスト低減

最近、ハウスメーカーより、新しいタイプの高機能な低コストハウスが開発され、
市販されているので、いくつかの例を紹介します。

8.2 八角パイプで強靭化し垂木ピッチを拡大した新構造ハウス

■渡辺パイプ（株）では、断面を八角形にした抗張力パイプ「八角タフパイプ」を
採用し、耐風性・耐雪性を向上させ、垂木ピッチを拡大して採光性を高めた構造の
製品が開発され、市販されています。[文献10)]

図25 八角パイプを用いた低コストハウス

【特徴】
・高強度パイプ利用や垂木ピッチの拡大により、構造材が削減され、屋根フィルムの奥
行方向の展張方式により、施工費の削減が図られている。
・間口8.0mを基本とし、軒高や耐風性など、いろいろな仕様に対応する。
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8.3.1 農研機構西日本農業研究センターでは、汎用の建築足場資材（48.6φパイプ）を
利用した低コストハウスを開発しています。これの建設手順はマニュアル化されており、
一般の工務店でも施工が可能です。[文献9)]

8.3 いろいろな低コストハウス

図26 建設足場資材を利用した簡易ハウス

https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/engei/sisetsu/attach/pdf/seibi_sien-4.pdf

8.4   農林水産省の補助事業で整備された園芸用ハウス・温室の入札金額等の情報

農林水産省では、補助事業（強い農業づくり交付金、産地パワーアップ事業）を
活用して整備した園芸用ハウス・温室について、入札金額等の情報が公表されてい
ます。
令和2年度の入札結果は、下記のWebページで公開されています。
面積規模と落札価格の情報が公開されていますので、参考にしてください。

[文献13)]
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9.1 栽培方式

9. 経営戦略に沿ったハウスや内部設備の仕様選定ガイド

ハウスの仕様や内部設備を選択する参考として、ハウスの規模や導入目的に適し
ているかどうかの目安が一覧表としてまとめられているので参考にしてください。
[文献12)]
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9.2 ハウス本体
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9.3 内部設備

9.3.1

9.3.2
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9.3.3
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9.3.4
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9.3.5
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9.3.6
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9.3.7

9.4

9.4.1
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9.5.1

9.5



10.ハウス設置の見積項目と作目別の仕様・見積金額の例

10.1トマト(熊本県八代地区)
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■目標単収：30 トン/10ａが可能となるように選定した仕様。
■仕様の特徴：台風の影響を考慮し、耐風速を50ｍ/ｓとし、栽培方式を養液土耕栽培。
軒高3.5ｍで、間口は6.5m とした。1 屋根鉄骨ハウスとした。水田に設置することから、
基礎について布基礎を採用

以下では、トマト、ミニトマト、イチゴについて、面積50ａのハウスを建設する際の仕
様例と見積り結果の例で、平成28～29年の調査結果を再掲しました[文献 4)] 。
この表の見積価格は概算見積りで、実際の建設価格は交渉や入札等によって大きく変化

します。価格は平成30年当時のもので、近年の鋼材や各種資材の価格上昇の以前の価格で
すが、各作物の仕様の項目の割合の参考例としてください。

■トマト(30t/10a)用の仕様リスト(表5-1)
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■トマト(30t/10a)用の見積結果の例(表6-2)



10.2 ミニトマト(熊本県八代地区)
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■目標単収：16 トン/10ａとするための仕様。
■仕様の特徴：台風の影響を考慮し耐風速を50ｍ/s。栽培方式はハイワイヤーの養液土耕
栽培。軒高を3ｍ。間口は6ｍで丸屋根型鉄骨ハウスとする。屋根換気はコスト低減の観点
から谷換気方式とした。収量確保の観点から、被覆資材は光透過量の経年減衰の少ない
フッ素フィルムとし、カーテンは2 層を選択した。

■ミニトマト(16t/10a)用の仕様リスト(表5-3)
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■ミニトマト(16t/10a)用の見積結果の例(表5-4)



10.3 イチゴ(栃木県)
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■目標単収：6トン/10ａとするための仕様。
■仕様の特徴：・栽培方式は高設養液栽培。軒高3ｍ、間口はベッド間隔から6.5ｍとし、
丸屋根型鉄骨ハウスに変更。張り替えの手間を考えてフッ素フィルムを採用。カーテンは
1 層でメンテナンスを考え平張方式とした。

■イチゴ(6t/10a)用の仕様リスト(表5-5)
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■イチゴ(6t/10a)用の見積結果の例(表5-6)



2. ハウスの設置コストと経営収支

1) 次世代施設園芸指導者研修 共通テキスト、第１部計画策定、第１章太陽
光型植物工場の事業計画、林 俊秀 (株)Tedy
https://jgha.com/wp-content/uploads/2020/03/TM04-2-text1_1.pdf

2) 次世代施設園芸指導者研修 共通テキスト、第１部計画策定
第３章太陽光型植物工場の施設設備導入計画、土屋和(日本施設園芸協会)

https://jgha.com/wp-content/uploads/2020/03/TM04-2-text1_3.pdf

3)平成 31 年度次世代施設園芸地域展開促進事業報告書（別冊２）、大規模施
設園芸・植物工場導入・改善の手引き、(一社)日本施設園芸協会
https://jgha.com/wp-content/uploads/2020/04/31bessatsu2.pdf

3. ハウスの仕様とコスト構造

4) 農業用温室設置コスト低減推進事業報告書（平成 28 年度補正予算国庫補
助事業）（第一分冊）運営企画委員会低コストモデル検討専門委員会 平
成30年3 月、(一社)日本施設園芸協会
https://jgha.com/wp-content/uploads/2019/11/TM06-13-lowcost1808_1-1.pdf

4. ハウスの設置場所で必要な強度の確保

5) 園芸用ハウスを導入する際の手引き～適切なハウスの強度と仕様を選ぶ
ために～、日本施設園芸協会・全国農業協同組合連合会、二編農業法人協会、
全国野菜園芸技術研究会、2019年3月
https://jgha.com/wp-content/uploads/2019/11/TM06-14-house-tebiki-5.pdf

6) 園芸用ハウスの設計条件（積雪深・風速）に係る付表、
日本施設園芸協会、平成31年

https://jgha.com/wp-content/uploads/2019/11/TM06-14-snow-wind-list-3.pdf

7) 低コスト耐候性ハウスについて
日本施設園芸協会

https://jgha.com/wp-content/uploads/2019/12/TM04-5-lowcost.pdf

5. 経営方針に沿ったハウス本体・内部設備の仕様選択

・前掲 文献3)
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データ駆動型農業の実践・展開支援 （スマートグリーンハウス展開推進）

事業報告書（別冊3）：農業用ハウス設置コスト低減のための事例集
付録 農業者向け 園芸用ハウスの低コスト設置のための手引き
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